
 

富士山景観配慮条例が制定されました。（お知らせ） 
 

１ 条例制定の背景等 

世界遺産富士山を後世に引き継ぎ、富士北麓地域が国際観光地として発展を続けるためには富士山

の美しい景観と調和のとれた開発を実現することが必要であり、そのためには工作物の新設等の事業

を実施しようとする者が事業の初期段階から景観に配慮した事業計画を策定し、実施していくことが

極めて重要になります。 

このことから、山梨県では、平成27年12月県議会において、山梨県世界遺産富士山の保全に係る

景観配慮の手続に関する条例（以下「富士山景観配慮条例」といいます。）を制定し、平成28年6月

24日から施行することとしました（同年3月24日からは、事業者の自主的な景観配慮の手続が実施

可能です。）。 

平成28年6月24日以降においては、富士山景観配慮地区内で一定の規模以上の事業を実施しよう

とする場合、事業者は、景観配慮の手続の実施が必要になりますので御注意ください（なお、経過措

置あり）。 

 

２ 富士山景観配慮条例の内容 

(1) 景観配慮の手続 

ア 景観配慮の手続は、景観に影響を与える可能性のある一定規模以上の事業の実施に際し、その

事業が景観に与える影響を事業者自らが事業の初期段階（※）で調査、予測及び評価を行い、そ

の内容に対する知事意見を踏まえて事業内容を景観保全上より良いものにしていく制度であり、

景観分野における環境影響評価を簡易な方法で実施するものです。 
※ 事業の初期段階：事業の位置・規模等の検討段階をいいます。景観配慮の手続は、景観配慮書に係る

手続と事業者見解書に係る手続からなっていますが、このうち景観配慮書に係る手続については、用地

を取得して事業を実施しようとする場合は、用地取得及び実施設計の前にこれを終えておくようにして

ください。 
イ 景観配慮の手続の流れ（次頁の「景観配慮の手続の流れ」参照） 

(2) 適用範囲 

   富士山景観配慮条例は、富士山景観配慮地区（世界遺産富士山の構成資産及び緩衝地帯のうち、

山梨県の区域に属する区域）内で行われる(3)の対象事業に適用されます。 

(3) 対象事業 

   表1及び表2のとおり 

 

３ 経過措置 

平成28年6月24日前に免許、特許、許可、認可、承認又は同意が与えられた事業、同年12月23

日までに工事に着手される事業等については、景観配慮の手続の対象外となります。 

 

４ その他 

(1) 富士山景観配慮条例に関する説明会を開催します（参加無料・事前の申込みが必要）。詳細は、県

のホームページで御確認いただくか、下記お問い合わせ先までお問い合わせください。 

開催地 開催日時 会  場 定 員 

甲府市 平成28年5月12日（木） 

13:30～15:00 

風土記の丘研修センター 講堂 

甲府市下向山町1271 

70人 

富士河口湖町 平成28年5月18日（水） 

13:30～15:00 

勝山ふれあいセンター 2Ｆ 研修室 

南都留郡富士河口湖町勝山4029-5 

60人 

※ 説明会の内容は同じです。各回とも申込先着順で、定員になり次第締め切らせていただきます。 

(2) 富士山景観配慮条例に関する詳しい情報は、県のホームページで閲覧することができます（検索

エンジンに「山梨県 富士山 景観配慮 条例」と入力） 

お問い合わせ先 
 山梨県県民生活部世界遺産富士山課 
   保全管理担当 
   TEL 055-223-1330（直通） 
   FAX 055-223-1781 
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視点場等の調査、景観シミュレーション等による

予測・評価の実施

景観評価の実施

調査・予測・評価の結果や景観保全対策の検討

結果を示し、景観保全に関する事業者の考えを

まとめた図書

景観配慮書の作成

※知事は、市町村長（必要に応じ学識経験

者）の意見を聴いた上で事業者に意見を述

べます【60日以内】（事業者見解書も同様）。

※事業者は、知事に対し、景

観配慮書の記載事項につい

て説明する機会を与えるよう

請求することができます【30日
以内】（事業者見解書に係る

手続でも同様）。

説明機会の

付与請求

景観配慮書に対する知事意見を勘案し、必要に

応じ事業の諸元や景観保全措置の見直し等を

行い、その結果をまとめた図書

事業者見解書の作成

知事意見書

事業者

見解書

の補正

等

関係書類の公開

※事業者は、事業者見解書に対する知事

意見を勘案し、記載事項に検討を加え、修

正を必要と認めるときは事業者見解書を補

正し、修正を必要としないときはその旨及

びその理由を知事に通知します。 ※事業者見解書に対し知事意見が述べられる

等した後は、配慮措置の上、景観配慮書、事業

者見解書、知事意見書等の関係書類が公開さ

れます。

法令（※）による許可の申請・届出等

行政指導

許可等の処分
工事着工

着工届

事業の位

置、規模

等の基礎

的諸元の

検討

工事発注

に必要な

設計図、

仕様書等

の作成

施設の最

適案等の

検討、

用地取得

等

※県に送付します。県は、市町村・許可行政

庁等に転送します（事業者見解書、補正後の

事業者見解書、着工届等も同様）。

【2週間以内】

事業者 県・市町村 許可行政庁等

景観配慮の手続の流れ

意見提出

不要である

旨の通知

知事意

見書

60日
以上

開ける

必要

があり

ます。

意見提出不要な場合
意見提出必要

な場合

事業熟度

説明機会の付与

請求

低

高

措置要請

工事完了

完了届

【2週間以内】

※景観配慮

書に係る手

続は、用地

取得及び実

施設計を行

う前に終え

てください。

景観配慮書の記載事項

の検討

対象事業の目的・内容を修正するときは、知

事に届出をし、当該届出に係る修正が軽微

な修正に該当するか否かの判定を受ける必

要があります（非該当→手続再実施）。

※１

※２

※１又は

※２のい

ずれか

がされた

ときは、

60日を待
たず法令

に基づく

許可申

請・届出

の手続

に移行で

きます。

事業者見

解書に係

る手続に

より、事

業者が行

おうとして

いる景観

保全措置

の内容が

適切であ

るかどう

かについ

て把握す

ることが

可能とな

ります。

景観配慮

書に係る

手続によ

り、事業

の実施に

より世界

遺産の価

値が損な

われるお

それがな

いかどう

かについ

て早期に

把握する

ことが可

能となり

ます。

※「法令」とは、文化財保護法、

森林法、自然公園法、環境影

響評価法、山梨県環境影響評

価条例、景観法、山梨県文化

財保護条例、風致地区条例、

山梨県ゴルフ場等造成事業の

適正化に関する条例、富士吉

田市富士山世界遺産条例をい

います。
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対象事業の種類・規模一覧（概要）

表１

事業の要件

建築物の新築 高さ又は建築面積若しくは延べ面積が知事が富士山景観配慮地区内の区域ごとに定める高さ又は建築面積
若しくは延べ面積（※１）を超えるもの

建築物の増築 知事が富士山景観配慮地区内の区域ごとに定める高さ又は建築面積若しくは延べ面積（※１）を超えるものの
増築（増築後において、その高さ又は建築面積若しくは延べ面積が知事が富士山景観配慮地区内の区域ごと
に定める高さ又は建築面積若しくは延べ面積（※１）を超えるものとなる場合における増築を含む。）

鉄塔の新築 高さ３０ｍ超

鉄塔の増築 高さ３０ｍ超（増築後において、その高さが３０ｍを超えるものとなる場合における増築を含む。）

ダムの新築 高さ２０ｍ超

ダムの増築 高さ２０ｍ超（増築後において、その高さが２０ｍを超えるものとなる場合における増築を含む。）

鋼索鉄道の新築 延長７０ｍ超

鋼索鉄道の増築 増築部分の延長７０ｍ超

索道の新築 傾斜亘長６００ｍ超又は起点と終点の高低差２００ｍ超

索道の増築 増築部分の傾斜亘長６００ｍ超又は増築部分の起点と終点の高低差２００ｍ超

遊戯施設の新築 高さ又は地上部分の水平投影面積が知事が富士山景観配慮地区内の区域ごとに定める高さ又は地上部分の
水平投影面積（※１）を超えるもの

遊戯施設の増築 知事が富士山景観配慮地区内の区域ごとに定める高さ又は地上部分の水平投影面積（※１）を超えるものの
増築（増築後において、その高さ又は地上部分の水平投影面積が知事が富士山景観配慮地区内の区域ごと
に定める高さ又は地上部分の水平投影面積（※１）を超えるものとなる場合における増築を含む。）

太陽光発電施設の新築 同一敷地内の地上部分の水平投影面積の和が知事が富士山景観配慮地区内の区域ごとに定める同一敷地
内の水平投影面積の和（※１）を超えるもの

太陽光発電施設の増築 知事が富士山景観配慮地区内の区域ごとに定める同一敷地内の水平投影面積の和（※１）を超えるものの増
築（増築後において、その同一敷地内の水平投影面積の和が知事が富士山景観配慮地区内の区域ごとに定
める同一敷地内の水平投影面積の和（※１）を超えるものとなる場合における増築を含む。）

一般国道等（国・県・市町村道）の新設 ４車線以上かつ４ｋｍ以上又は２車線以上かつ８ｋｍ以上

一般国道等（国・県・市町村道）の改築 改良部分４車線以上かつ４ｋｍ以上又は２車線以上かつ８ｋｍ以上

農業用道路の新設 車線５．５ｍ以上かつ８ｋｍ以上

農業用道路の改築 車線を２．７５ｍ以上増加（増加後車線５．５ｍ以上）かつ８ｋｍ以上

林道の新設 車線４ｍ以上かつ８ｋｍ以上

林道の改築 改築後の車線４ｍ以上かつ８ｋｍ以上

９　ダム、堰及び放水路
の新築及び改築の事業

河川法第３条第２項のダムの新築 貯水池の水面の面積１０ｈａ以上

普通鉄道の建設 ５ｋｍ以上

普通鉄道の改良 改良部分５ｋｍ以上

新設軌道の建設 ５ｋｍ以上

新設軌道の改良 改良部分５ｋｍ以上

陸上空港等及びその施設の設置 事業の規模に係る要件なし

滑走路の新設を伴う陸上空港等及びそ
の施設の変更

事業の規模に係る要件なし

滑走路の延長を伴う陸上空港等及びそ
の施設の変更

滑走路３７５ｍ以上延長

一般・産業廃棄物最終処分場の設置 埋立処分面積３ｈａ以上

一般・産業廃棄物最終処分場の規模の
変更

埋立処分面積３ｈａ以上増加

１３　公有水面その他の
水辺の埋立て及び干拓
の事業

公有水面の埋立て又は干拓 埋立干拓区域３ｈａ以上

１４　土地区画整理事業
等の面事業

土地区画整理法に規定する土地区画整
理事業等（※２）

施行区域面積（敷地の面積）３ｈａ以上

１５　土石又は砂利の採
取事業

土石等の採取事業 事業の用に供する区域面積３ｈａ以上

１６　森林において土地
の形質の変更を行う事業

地域森林計画対象民有林において土地
の形質の変更を行う事業（太陽光発電
施設の敷地、駐車場、資材置場等を整
備するために行うものを想定。）

行為に係る土地の面積１．５ｈａ以上

５　索道の新築及び増築
の事業

事業の種類

１　建築物の新築及び増
築の事業

２　鉄塔の新築及び増築
の事業

３　ダム（河川法第３条第
２項のダムを除く。）の新
築及び増築の事業

４　鋼索鉄道の新築及び
増築の事業

１１　飛行場及びその施
設の設置及び変更の事
業

１２　廃棄物処理施設の
設置並びにその構造及
び規模の変更の事業

※１　表２参照
※２　「土地区画整理法に規定する土地区画整理事業等」：土地区画整理法に規定する土地区画整理事業、新住宅市街地開発法に規定する新住宅市街地開発事業、新都市基
盤整備法に規定する新都市基盤整備事業、流通団地の整備に関する法律に規定する流通業務団地造成事業、墓地又は墓園の造成事業、学校用地の造成事業、レクリエーショ
ン施設の用に供するための土地の造成の事業及び宅地の造成の事業

６　遊戯施設の新築及び
増築の事業

７　太陽光発電施設の新
築及び増築の事業

８　道路の新設及び改築
の事業

１０　鉄道及び軌道の建
設及び改良の事業
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対象事業の種類・規模一覧（概要）

表２

市町村 大字等 建築物の規模 遊戯施設の規模 太陽光発電施設の規模

高さ２５ｍ超 高さ２５ｍ超 －

高さ１３ｍ超
延べ面積１，０００㎡超

高さ１３ｍ超
地上部分の水平投影面積１，０００㎡超

同一敷地内の地上部分の水平投
影面積の和１，０００㎡超

（ⅰ）　一般国道１３９号（上宿交差点
から金鳥居交差点までの区間に限
る。）の東側の敷地境界線から当該
道路の東側に存する間の川の左岸
までの区域及び当該道路の西側の
敷地境界線から当該道路の西側に
存する間の川の右岸までの区域

高さ１３ｍ超
建築面積１０，０００㎡超

高さ１３ｍ超
地上部分の水平投影面積１０，０００㎡超

同一敷地内の地上部分の水平投
影面積の和１０，０００㎡超

（ⅱ）　（ⅰ）の区域以外の区域 高さ１８ｍ超
建築面積１０，０００㎡超

高さ１８ｍ超
地上部分の水平投影面積１０，０００㎡超

同一敷地内の地上部分の水平投
影面積の和１０，０００㎡超

高さ２０ｍ超
建築面積１０，０００㎡超

高さ２０ｍ超
地上部分の水平投影面積１０，０００㎡超

同一敷地内の地上部分の水平投
影面積の和１０，０００㎡超

高さ２０ｍ超
建築面積１０，０００㎡超

高さ２０ｍ超
地上部分の水平投影面積１０，０００㎡超

同一敷地内の地上部分の水平投
影面積の和１０，０００㎡超

高さ１３ｍ超
延べ面積１，０００㎡超

高さ１３ｍ超
地上部分の水平投影面積１，０００㎡超

同一敷地内の地上部分の水平投
影面積の和１，０００㎡

高さ１６ｍ超
延べ面積３，０００㎡超

高さ１６ｍ超
地上部分の水平投影面積２，０００㎡超

同一敷地内の地上部分の水平投
影面積の和２，０００㎡超

高さ１６ｍ超
建築面積２，０００㎡超

高さ１６ｍ超
地上部分の水平投影面積２，０００㎡超

同一敷地内の地上部分の水平投
影面積の和２，０００㎡超

高さ１３ｍ超
延べ面積１，０００㎡超

高さ１３ｍ超
地上部分の水平投影面積１，０００㎡超

同一敷地内の地上部分の水平投
影面積の和１，０００㎡超

高さ１６ｍ超
延べ面積３，０００㎡超

高さ１６ｍ超
地上部分の水平投影面積２，０００㎡超

同一敷地内の地上部分の水平投
影面積の和２，０００㎡超

高さ１６ｍ超
建築面積２，０００㎡超

高さ１６ｍ超
地上部分の水平投影面積２，０００㎡超

同一敷地内の地上部分の水平投
影面積の和２，０００㎡超

高さ１３ｍ超
延べ面積１，０００㎡超

高さ１３ｍ超
地上部分の水平投影面積１，０００㎡超

同一敷地内の地上部分の水平投
影面積の和１，０００㎡超

高さ１０ｍ超
建築面積１０，０００㎡超

高さ１０ｍ超
地上部分の水平投影面積１０，０００㎡超

同一敷地内の地上部分の水平投
影面積の和１０，０００㎡超

高さ１５ｍ超
建築面積１０，０００㎡超

高さ１５ｍ超
地上部分の水平投影面積１０，０００㎡超

同一敷地内の地上部分の水平投
影面積の和１０，０００㎡超

高さ１３ｍ超
延べ面積１，０００㎡超

高さ１３ｍ超
地上部分の水平投影面積１，０００㎡超

同一敷地内の地上部分の水平投
影面積の和１，０００㎡超

高さ１５ｍ超
延べ面積３，０００㎡超

高さ１５ｍ超
地上部分の水平投影面積２，０００㎡超

同一敷地内の地上部分の水平投
影面積の和２，０００㎡超

高さ１５ｍ超
建築面積２，０００㎡超

高さ１５ｍ超
地上部分の水平投影面積２，０００㎡超

同一敷地内の地上部分の水平投
影面積の和２，０００㎡超

高さ２０ｍ超
建築面積１０，０００㎡超

高さ２０ｍ超
地上部分の水平投影面積１０，０００㎡超

同一敷地内の地上部分の水平投
影面積の和１０，０００㎡超

高さ１６ｍ超
延べ面積３，０００㎡超

高さ１６ｍ超
地上部分の水平投影面積２，０００㎡超

同一敷地内の地上部分の水平投
影面積の和２，０００㎡超

高さ１６ｍ超
建築面積１０，０００㎡超

高さ１６ｍ超
地上部分の水平投影面積１０，０００㎡超

同一敷地内の地上部分の水平投
影面積の和１０，０００㎡超

（ⅰ）　富士山景観形成地域（※） 高さ１５ｍ超 高さ１５ｍ超 －

（ⅱ）　富士五湖景観形成地域（※） 高さ１６ｍ超 高さ１６ｍ超 －

（ⅲ）　市街地（※） 高さ１８ｍ超 高さ１８ｍ超 －

（ⅰ）　富士山景観形成地域（※） 高さ１５ｍ超
建築面積１０，０００㎡超

高さ１５ｍ超
地上部分の水平投影面積１０，０００㎡超

同一敷地内の地上部分の水平投
影面積の和１０，０００㎡超

（ⅱ）　富士五湖景観形成地域（※） 高さ１６ｍ超
建築面積１０，０００㎡超

高さ１６ｍ超
地上部分の水平投影面積１０，０００㎡超

同一敷地内の地上部分の水平投
影面積の和１０，０００㎡超

（ⅲ）　市街地（※） 高さ１８ｍ超
建築面積１０，０００㎡超

高さ１８ｍ超
地上部分の水平投影面積１０，０００㎡超

同一敷地内の地上部分の水平投
影面積の和１０，０００㎡超

高さ１３ｍ超
延べ面積１，０００㎡超

高さ１３ｍ超
地上部分の水平投影面積１，０００㎡超

同一敷地内の地上部分の水平投
影面積の和１，０００㎡超

高さ１６ｍ超
延べ面積３，０００㎡超

高さ１６ｍ超
地上部分の水平投影面積２，０００㎡超

同一敷地内の地上部分の水平投
影面積の和２，０００㎡超

高さ１６ｍ超
建築面積２，０００㎡超

高さ１６ｍ超
地上部分の水平投影面積２，０００㎡超

同一敷地内の地上部分の水平投
影面積の和２，０００㎡超

高さ１５ｍ超
建築面積１０，０００㎡超

高さ１５ｍ超
地上部分の水平投影面積１０，０００㎡超

同一敷地内の地上部分の水平投
影面積の和１０，０００㎡超

※　富士箱根伊豆国立公園普通地域内建築物設置に関する指針に規定するもの

ハ　富士ヶ嶺

（４）　富士河口湖
町景観計画＿森林
景観形成地域
（（１）の区域を除
く。）

ロ　浅川、河
口、大石、長
浜、西湖、西
湖西、西湖
南、精進及び
本栖

（１）　森林の区域

（２）　河口湖、西湖、精進湖又は本栖湖の周回道路の山
側の敷地境界線から山側５０ｍ以内の区域（（１）の区域
を除く。）及び当該敷地境界線に囲まれた区域（（１）の区
域を除く。）

（３）　（１）及び（２）の区域以外の区域

（３）　（１）及び（２）の区域以外の区域

三　南都留郡西桂町

（３）　富士河口湖
町景観計画＿市街
地・田園集落景観
形成地域（（１）の
区域を除く。）

五　南都留
郡山中湖村

イ　山中字北畠、字藤塚、字杏木道下、字萩塚、字見通道下、字出口道
下、字沖新畑、字新畑及び字梨ヶ原

ロ　イの区域
以外の区域

（１）　森林の区域

（２）　山中湖の周回道路の山側の敷地境界線から山側
５０ｍ以内の区域（（１）の区域を除く。）及び当該敷地境
界線に囲まれた区域（（１）の区域を除く。）

（３）　（１）及び（２）の区域以外の区域

六　南都留郡鳴沢村

七　南都留
郡富士河口
湖町

イ　船津、小
立、勝山及び
大嵐

（１）　河口湖の周回道路の山側の敷地境界線から山側
５０ｍ以内の区域及び当該敷地境界線に囲まれた区域

（２）　富士河口湖町景観計画＿湖水・湖畔景観形成地
域（（１）の区域を除く。）

四　南都留郡忍野村

（２）　（１）の区域以外の区域

ニ　イからハまでの区域以外の区域

二　南巨摩
郡身延町

イ　釜額 （１）　森林（地域森林計画対象民有林をいう。以下同
じ。）の区域

（２）　本栖湖の周回道路の山側の敷地境界線から山側
５０ｍ以内の区域（（１）の区域を除く。）及び当該敷地境
界線に囲まれた区域（（１）の区域を除く。）

（３）　（１）及び（２）の区域以外の区域

一　富士吉
田市

イ　新倉

ロ　上暮地

ハ　上吉田 （１）　富士山世界
遺産保全地域の区
域（国立公園の区
域を除く。）

ロ　イの区域
以外の区域

（１）　森林の区域

（２）　本栖湖の周回道路の山の敷地境界線から山側５０
ｍ以内の区域（（１）の区域を除く。）及び当該敷地境界線
に囲まれた区域（（１）の区域を除く。）

富士山景観配慮地区内の区域 工作物の規模

法令に基づく指定地域等
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